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研究要旨 平成 25年度に実施した全国病児・病後児保育施設調査（以下、全国調査）において、

地域の医療機関や保育所との連携が十分にできていないことが課題として明らかになった。全国

調査の結果を踏まえ、病児・病後児保育施設が地域の様々な機関と連携している先進地域を対象

としてヒアリング調査を実施した。本ヒアリング調査の結果をもとにして、今後、病児・病後児

保育施設や地方自治体等が、各地域において有効な地域連携に取り組めることを目的として、参

考となる地域連携モデル集を作成した。また、具体的な実施方法、期待される効果及び実施例を

含め「病児・病後児保育事業に有用な地域連携について」として取りまとめた。 
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Ａ．研究目的 

平成 25年度に実施した全国病児・病後児保

育施設調査 1)（以下、全国調査）において、医

療機関との連携については、病児保育施設の

45%、病後児保育施設の 51%が十分にできて

いない、保育所との連携については、病児保育

施設の 64%、病後児保育施設の 53%が十分に

できていないとの結果（図１）であり、地域の

医療機関や保育所との連携が十分にできてい

ないことが課題として明らかとなった。全国調

査で明らかとなった病児・病後児保育事業に関 

 

図１．地域の関係機関との連携について 
（平成 25年度全国病児・病後児保育調査 E30-31） 

 

する課題を解決するために、研究班提言を行い、

本課題に対しては、地域連携に基づく子育て支

援ネットワーク構築の必要性としてまとめた

1)。全国調査の結果を踏まえ、今後、各地域に

おける病児・病後児保育施設の地域関係機関と

の有効な連携推進を目的として、先進的な地域

連携を展開している病児・病後児保育施設およ

地域の関係機関との連携について

病児対応型
N=362

病後児対応型
N=355

連携している 51 % 47 %
十分できていない 45 % 51 %

病児対応型
N=362

病後児対応型
N=355

連携している 32 % 43 %
十分できていない 64 % 53 %

E30. 医療機関との連携

E31. 保育所との連携
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Ｂ．研究方法
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している
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病後児保育施設単独で解決していくことは困

難である。地方自治体も委託先の施設に丸投げ

ではなく、地域の関係機関との連携を調整し、

課題解決を図るべきである。 

葛飾区では、医療機関併設型病児保育と保育

所併設型病後児保育の地域連携により、利用者

が児童の状態によって使い分けができ、病児保

育・病後児保育、双方にとって運営の効率化に

つながっている。今後、各地域で必要な時に利

用できニーズに応じた安心・安全な病児・病後

児保育を提供できる体制となれば、念のための

予約はなくなり、現在 25%におよぶキャンセ

ル率の問題（図 7）も解決することも予想され

る。 

 

図６．利用率・キャンセル率・利用変動 

（平成 25年度全国病児・病後児保育調査 B15-16） 

 

Ｅ．結 論 

地域の実情に応じて、熱心な関係者が知恵を

出し合い、努力と工夫を重ね、顔の見える地域

連携体制の構築が行われていることが確認さ

れた。これらの連携モデルは、今後、病児・病

後児保育の課題を克服する一助となるもので

あり、「病児・病後児保育事業に有用な地域連

携について」として取りまとめた（資料１）。

平成 27年 4月にスタートする子ども・子育て

支援新制度において、病児保育事業は、子ど

も・子育て支援法第 59 条に基づく地域子ど

も・子育て支援事業の１事業として位置づけら

れる。「病児・病後児保育事業に有用な地域連

携について」（資料１）を参考に、今後、実施

主体である市町村が中心となり各地域で子育

て支援の連携が進み、病児・病後児保育が地域

の子育て支援ネットワークの一員として役割

を果たしていくことが期待される。 
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病児・病後児保育施設の利用状況②

病児対応型 病後児対応型

最大定員に対する
利用率

40 % 11 %

キャンセル率 26 % 24 %
利用児童数の比
【最多月/最少月】

2.3 4.6

※平成24年度1施設あたりデータを集計した中央値

 １年間をとおして、感染症の流行状況等によると考えら
れる、月毎の利用児童数の変動が2.7倍ある。

 キャンセル率は25%におよぶ。


